
◎会社法 
（平成一七年七月二六日法律第八六号）   

一、提案理由（平成一七年四月八日・衆議院法務委員会） 

○南野国務大臣 会社法案につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

 この法律案は、最近の社会経済情勢の変化に対応するために会社に関する各種制度を

見直すとともに、これを現代用語の表記にし、わかりやすく再編成する措置を講じよう

とするものであります。 

 第一に、この法律案は、会社に関する各種制度について、体系的かつ抜本的な見直し

を行うこととしており、その要点は、次のとおりであります。 

 まず、利用者に利用しやすい会社法制とするため、株式会社と有限会社を新たな会社

類型として統合することにより、現在有限会社としてしか認められていない、取締役の

人数規制や取締役会、監査役の設置義務のない株式会社を認めることとするほか、最低

資本金制度を見直して、現在一千万円以上の出資が必要とされている株式会社の設立時

の出資額規制を撤廃することとしております。 

 次に、会社経営の機動性、柔軟性を向上させるため、合併等の組織再編成に関する手

続を整備し、株主、債権者の保護を図りつつ、機動的な組織再編を実現しようとするほ

か、機関設置等における定款自治の範囲の拡大等を行うこととしております。 

 また、会社経営の健全性を確保するため、株主代表訴訟において、原告株主が株式交

換等で株主たる地位を失っても一定の場合には原告適格を失わないこととするなど株主

代表訴訟制度を合理化することとするほか、公認会計士、税理士の資格を持つ会計参与

が取締役とともに計算書類を作成する会計参与制度の創設、会計監査人を設置すること

ができる会社の範囲の拡大等の措置を講ずることとしております。 

 さらに、創業の活性化等のため、出資者の全員が有限責任社員であり、内部関係につ

いては組合的規律が適用される新たな会社類型の新設を行うこととしております。 

 このほか、株式の譲渡制限に係る定款自治の拡大、自己株式の市場売却の許容、会社

に対する金銭債権の現物出資に係る検査役の調査の省略、株主に対する利益の還元方法

の見直し、委員会等設置会社とそれ以外の会社の取締役の責任に関する規定の調整、大

会社における内部統制システムの構築の義務化等の改正をすることとしております。 

 第二に、この法律案は、会社法制を現代語化しようとするものであります。 

 会社法制を規定している現行の商法典は、明治三十二年に制定された法律であり、片

仮名の文語体で表記されているほか、現在は使われていない用語が多く用いられており、

このために利用者にわかりやすく平仮名の口語体に改めるべきであるという指摘がされ

ております。 

 また、商法の中核をなす会社法制につきましては、商法本体に合名会社、合資会社、

株式会社についての規定が置かれ、有限会社については個別の単行法が設けられている

ほか、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律において大規模会社や小規模



会社について商法の特例規定が置かれているために、利用者にとってわかりにくいもの

になっているという指摘があります。 

 そこで、この法律案は、片仮名、文語体の表記を平仮名、口語体に改めるとともに、

会社法制についての規定を一つの法典としてまとめ、わかりやすく再編成することとし

ております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これらの法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一七年五月一七日） 

○塩崎恭久君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 両案は、最近の社会経済情勢の変化に対応するために会社に関する各種制度を見直し、

これを現代用語の表記にし、わかりやすく再編成する措置を講ずるとともに、あわせて、

有限会社法等を廃止するほか、商法その他の関連する諸法律の規定の整備等を行おうと

するものであります。 

 両案は、四月七日本会議において趣旨説明及び質疑を行い、八日委員会において南野

法務大臣から提案理由の説明を聴取いたしました。 

 続いて、十五日、十九日に質疑を行い、二十日に参考人の意見を聴取し、財務金融委

員会及び経済産業委員会との連合審査会を開催し、慎重に審査を行い、二十六日、五月

十日、十三日に質疑を行いました。 

 最後に、本日質疑を終局したところ、両案それぞれに対し、取締役等の利益供与責任、

自己株式の市場売却及び株主代表訴訟に関する修正案と、これに伴う関係法律の整備に

関する修正案が、自由民主党、民主党・無所属クラブ及び公明党の共同で提案され、趣

旨の説明を聴取した後、採決の結果、両案いずれも全会一致をもって修正議決すべきも

のと決しました。 

 なお、会社法案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一七年五月一七日） 

○田村（憲）委員 ただいま議題となりました会社法案に対する修正案及び会社法の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律案に対する修正案について、提出者を代表して、

その主な趣旨を御説明いたします。 

 まず、会社法案に対する修正案について御説明いたします。 

 第一は、取締役等の利益供与責任についてであります。 

 原案では、会社に係る諸制度間の規律の不均衡の是正等の観点から、会社に対する取

締役の責任を原則過失責任として再編成することとしておりますが、委員会等設置会社

においても無過失責任としてとどめられている利益供与に係る責任については、反社会



的勢力に対する利益供与が摘発されている現況にかんがみ、これを過失責任とすること

は、取締役のコンプライアンス意識の低下を招き、モラルハザードが生じやすくなるも

のと考えます。 

 したがって、本修正案では、無過失を立証することにより責任を免れることができる

取締役等から当該利益の供与をした取締役を除くこととし、このような取締役等は引き

続き無過失責任を負うことといたしました。 

 第二は、自己株式の市場売却についてであります。 

 原案では、会社は、定款に定めがあるときは、自己株式を、買い取り請求、事業全部

の譲り受け、合併及び会社分割等により取得した数を限度として、募集株式の発行等の

手続を経ず市場取引により売却することができることとしておりますが、平成十三年の

商法改正において、自己株式の処分は新株発行と本質を同じくするという立場で法整備

をしたところであり、これをさらに緩和することは、インサイダー取引や株価操縦に悪

用されるおそれが広がることとなると考えます。 

 したがって、本修正案では、市場において行う取引による自己株式の売却に係る規定

を削除することといたしました。 

 第三は、株主代表訴訟についてであります。 

 原案では、制度趣旨に反する株主代表訴訟に対する抑止策として、実体的な訴訟要件

を新たに法定し、取締役の会社に対する責任が認められる可能性があっても、会社の利

益を考慮し、その訴訟の提起を制限することができることとしております。しかし、事

前規制の緩和に伴い取締役の行動の自由度が拡大しているため、その行動を事後の責任

追及で制御することが有効かつ重要な方策であり、新たに訴訟要件を法定することによ

り過度に株主代表訴訟の提起を萎縮させるべきではないと考えます。 

 したがって、本修正案では、株主が責任追求等の訴えの提起を請求することができな

い場合のうち、責任追及等の訴えにより当該株式会社の正当な利益が著しく害されるこ

と、当該株式会社が過大な費用を負担することとなることその他これに準ずる事態が生

ずることが相当の確実さをもって予測される場合を削除し、そのような場合でも責任追

及等の訴えの提起を請求することができることといたしました。 

 次に、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案に対する修正案は、会社

法案に対する修正に伴い、関係法律の規定を整備するものであります。 

 以上が、両修正案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

○附帯決議（平成一七年五月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 本法が、我が国の経済社会において会社が果たす役割の重要性にかんがみ、その利

用者の視点に立った規律の見直し、経営の機動性及び柔軟性の向上、経営の健全性の

確保等の観点から、会社に係る様々な制度を抜本的かつ体系的に見直し、企業の多様



なニーズへの対応を可能とした趣旨を踏まえ、各会社において、それぞれの実情に即

した適切な管理運営のあり方を選択することができるよう、本法の内容の周知徹底を

図ることをはじめとして、適切な措置を講ずること。 

二 株主総会の招集地に関する規定の変更については、株主総会が株主の権利行使の重

要な一局面であることにかんがみ、その招集に当たって、株主の利便性を損なう恣意

的な招集地の決定がされることがないよう、株主総会の招集通知の記載事項のあり方

等について適切な措置を講ずること。 

三 会社に対する取締役の責任を原則として過失責任に再編成することに伴い、会社財

産の流出を防止し、株主や会社債権者を保護するという観点から、会社内部で適正な

コーポレートガバナンスが確保されるよう、周知徹底に努めるとともに、今後の状況

を見ながら、必要に応じ、会社に対する取締役の責任のあり方について見直しを行う

こと。 

四 破産手続開始の決定を受け復権していない者を取締役として選任することを許容す

ることについては、そのような者に再度の経済的再生の機会を与えるという目的につ

いて十分な理解が得られるよう、その趣旨の周知徹底に努めること。 

五 株主による取締役の直接の監視機能として、定期的に取締役の改選手続を行うこと

が重要であることにかんがみ、取締役の任期のあり方については、今後の実務の運用

状況を踏まえ、必要に応じ、その見直しを検討すること。 

六 拒否権付株式等、経営者の保身に濫用される可能性のある種類株式の発行について

は、その実態を見ながら、必要に応じ、これを制限するなどの法的措置も含め、検討

を行うこと。 

七 敵対的企業買収防衛策の導入又は発動に当たり、防衛策が経営者の保身を目的とす

る過剰な内容とならないよう、その過程で株主を関与させる仕組みなど、早急に具体

的な指針を策定し提案すること。 

八 企業再編の自由化及び規制緩和に伴い、企業グループや親子会社など企業結合を利

用した事業展開が広く利用される中で、それぞれの会社の株主その他の利害関係者の

利益が損なわれることのないよう、情報開示制度の一層の充実を図るほか、親子会社

関係に係る取締役等の責任のあり方等、いわゆる企業結合法制について、検討を行う

こと。 

九 株主代表訴訟の制度が、株主全体の利益の確保及び会社のコンプライアンスの維持

に資するものであることにかんがみ、今回の見直しにより、この趣旨がより一層実効

的に実現されるよう、制度の運用状況を注視し、必要があれば、当事者適格の見直し

など、更なる制度の改善について、検討を行うこと。 

十 類似商号規制の廃止については、その運用状況を注視し、必要があれば、既存の商

号に対する簡易な救済制度の創設を含め、対応措置を検討すること。 

十一 会社設立時の出資額規制の撤廃については、企業家のモラル低下、会社形態を悪



用したペーパーカンパニーの濫立、会社設立後の活動資金不足などの問題が生じるこ

とのないよう注視し、必要があれば、対応措置を検討すること。 

十二 会社参与制度の創設については、会計参与が主として中小会社における計算の適

正の確保に資する任意設置の機関として設けられた趣旨を踏まえて、制度の周知徹底

に努めること。 

十三 合同会社制度については、今後の利用状況を観察し、株式会社の計算等に係る規

制を逃れるために株式会社から合同会社への組織変更等が顕在化した場合は、必要に

応じ、その計算に関する制度のあり方について、見直しを検討すること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一七年六月二九日） 

○渡辺孝男君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、会社法案は、社会経済情勢の変化にかんがみ、会社に関する各種制度について、

最低資本金制度の撤廃、会社の機関の設置等における定款自治の範囲の拡大、合併等の

組織再編に関する手続の整備、有限責任社員のみで構成される新たな会社類型ＬＬＣの

新設等を行うとともに、国民に理解しやすい法制とするため、これを現代用語の表記に

よって再編成しようとするものであります。 

 なお、衆議院において、株主の権利行使に関して利益供与をした取締役等の無過失責

任化、市場での取引による自己株式の売却に係る規定の削除、責任追及等の訴えを制限

する事由の一部削除などの修正が行われております。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して審査を行い、最低資本金制度撤廃の必要

性及び債権者保護策、敵対的買収に対する公正で合理的な防御策の在り方、会計参与制

度創設の意義及びその活用策、ＬＬＣとＬＬＰとの相違及び課税の在り方、擬似外国会

社に関する規律と対日投資への影響等について質疑を行うとともに、参考人からの意見

聴取を行い、また、財政金融委員会及び経済産業委員会との連合審査会を開催し、慎重

に審査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の千葉理事より、会社法案に対し、擬似外国会

社に係る規定を削除する旨の修正案が提出されました。 

 続いて、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して井上委員より原案及び修正

案に反対、民主党・新緑風会を代表して大久保委員より修正案に賛成の意見がそれぞれ

述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、会社法案は、修正案が否決され、多数をもって原案

どおり可決すべきものと決定いたしました。 

……………（略）…………… 

 なお、会社法案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成一七年六月二八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 本法が、我が国の経済社会において会社が果たす役割の重要性にかんがみ、その利

用者の視点に立った規律の見直し、経営の機動性及び柔軟性の向上、経営の健全性の

確保等の観点から、会社に係る様々な制度を抜本的かつ体系的に見直し、企業の多様

なニーズへの対応を可能とした趣旨を踏まえ、各会社において、それぞれの実情に即

した適切な管理運営の在り方を選択することができるよう、本法の内容の周知徹底を

図ることをはじめとして、適切な措置を講ずること。 

二 株主総会の招集地に関する規定の変更については、株主総会が株主の権利行使の重

要な一局面であることにかんがみ、その招集に当たって、株主の利便性を損なう恣意

的な招集地の決定がされることがないよう、株主総会の招集通知の記載事項の在り方

等について適切な措置を講ずること。 

三 会社に対する取締役の責任を原則として過失責任に再編成することに伴い、会社財

産の流出を防止し、株主や会社債権者を保護するという観点から、会社内部で適正な

コーポレートガバナンスが確保されるよう、周知徹底に努めるとともに、今後の状況

を見ながら、必要に応じ、会社に対する取締役の責任の在り方について見直しを行う

こと。 

四 破産手続開始の決定を受け復権していない者を取締役として選任することを許容す

ることについては、そのような者に再度の経済的再生の機会を与えるという目的につ

いて十分な理解が得られるよう、その趣旨の周知徹底に努めること。 

五 株主による取締役の直接の監視機能として、定期的に取締役の改選手続を行うこと

が重要であることにかんがみ、取締役の任期の在り方については、今後の実務の運用

状況を踏まえ、必要に応じ、その見直しを検討すること。 

六 拒否権付株式等、経営者の保身に濫用される可能性のある種類株式の発行について

は、その実態を見ながら、必要に応じ、これを制限するなどの法的措置も含め、検討

を行うこと。 

七 企業再編の自由化及び規制緩和に伴い、企業グループや親子会社など企業結合を利

用した事業展開が広く利用される中で、それぞれの会社の株主その他の利害関係者の

利益が損なわれることのないよう、情報開示制度の一層の充実を図るほか、親子会社

関係に係る取締役等の責任の在り方等、いわゆる企業結合法制について、検討を行う

こと。 

八 株主代表訴訟の制度が、株主全体の利益の確保及び会社のコンプライアンスの維持

に資するものであることにかんがみ、今回の見直しにより、この趣旨がより一層実効

的に実現されるよう、制度の運用状況を注視し、必要があれば、当事者適格の見直し

など、更なる制度の改善について、検討を行うこと。 

九 類似商号規制の廃止については、その運用状況を注視し、必要があれば、既存の商



号に対する簡易な救済制度の創設を含め、対応措置を検討すること。 

十 会社設立時の出資額規制の撤廃については、企業家のモラル低下、会社形態を悪用

したペーパーカンパニーの濫立、会社設立後の活動資金不足などの問題が生じること

のないよう注視し、必要があれば、対応措置を検討すること。 

十一 会計参与制度の創設については、会計参与が主として中小会社における計算の適

正の確保に資する任意設置の機関として設けられた趣旨を踏まえて、制度の周知徹底

に努めること。 

十二 有限会社制度が廃止されることに伴い、既存の有限会社が新しい株式会社や新た

に創設される合同会社等に移行するに当たり、不利益を被らないよう配慮し、必要に

応じ、適切な措置を講ずること。 

十三 合同会社制度については、今後の利用状況を観察し、株式会社の計算等に係る規

制を逃れるために株式会社から合同会社への組織変更等が顕在化した場合は、必要に

応じ、その計算に関する制度の在り方について、見直しを検討すること。 

十四 合同会社に対する課税については、会社の利用状況、運用実態等を踏まえ、必要

があれば、対応措置を検討すること。 

十五 外国会社による我が国への投資が、我が国経済に対してこれまで果たしてきた役

割の重要性及び当該役割が今後も引き続き不可欠なものとして期待される点にかんが

み、会社法第八百二十一条に関して、その法的確実性を担保するために、次の諸点に

ついて、適切な措置を講ずること。 

 １ 同条は、外国会社を利用した日本の会社法制の脱法行為を禁止する趣旨の規定で

あり、既存の外国会社及び今後の我が国に対する外国会社を通じた投資に何ら悪影

響を与えるものではないことについて、周知徹底を図ること。 

 ２ 同条は、外国の事業体に対し、特定の形態を制限し又は要求する趣旨のものでは

ないことについて、周知徹底を図ること。 

十六 会社法第八百二十一条については、本法施行後における外国会社に与える影響を

踏まえ、必要に応じ、見直しを検討すること。 

  右決議する。 


